
平成２９年度捕獲従事者育成事業委託業務 

企画提案説明書 

 

１ 業務概要 

（１）委託事業名 

   平成２９年度捕獲従事者育成事業委託業務 

（２）業務内容 

  内容の詳細は、別紙「平成２９年度捕獲従事者育成事業委託業務企画提案指示書」を

参照のこと。 

（３）委託期間 

   契約締結の日から平成３０年３月２０日（火）まで 

（４）発注者 

   北海道 

 

２ 企画提案に参加する者（以下「企画提案参加者」という。）に必要な資格 

次のいずれにも該当すること。 

（１）単独法人又は複数の法人による連合体（以下「コンソーシアムという。」）であるこ

と。 

（２）単独法人又はコンソーシアムの構成員は、次の要件を全て満たしていること。 

ア 地方自治法施行令第167条の4第1項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人

であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。 

イ 地方自治法施行令第167条の4第2項の規定により競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

ウ 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

エ 暴力団関係事業者等でないこと。また、暴力団関係事業者であることにより、道が行

う競争入札への参加を除外されていないこと。 

オ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

（ア）道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

（イ）本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

（ウ）消費税及び地方消費税 

カ 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を

除く。）。  

（ア）健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

（イ）厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出 

（ウ）雇用保険法(昭和49年法律第116号)第７条の規定による届出 

キ 道内に営業・運営拠点を有すること。 

ク 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14 年法律第88 号。以下

「法」という。）第18条の２の規定に基づく認定を受けた認定鳥獣捕獲等事業者である



こと。 

ケ コンソーシアムの構成員が単独法人又は他のコンソーシアムの構成員として、このプ

ロポーザルに参加する者でないこと。 

 

３ 企画提案の審査基準 

企画提案は、次の項目を審査し、総合的に判断する 

（１）実施体制・業務遂行能力 

ア 業務を遂行する上で、必要な専門知識・技術を有し、十分な業務処理体制・能力が

整っているか。 

イ 本業務の目的を十分に理解し、効果的な業務の遂行が期待できる全体スケジュー

ル・妥当な経費積算となっているか。 

（２）企画提案内容 

ア 研修内容 

（ア）銃器の安全な取扱及び射撃技術の指導 

  ・講義及び指導の内容は適切か。 

・受講者が十分に理解及び指導が受けられる時間及び体制を確保しているか。 

（イ）狩猟方法（銃器）の解説及び指導 

  ・受講者が参加しやすい場所となっているか。 

  ・講義及び指導の内容は適切か。 

  ・受講者が十分に理解及び指導が受けられる時間及び体制を確保しているか。 

  ・受講者及び実施者の安全管理体制は確保されているか。 

（ウ）捕獲個体の運搬及び解体処理の解説及び指導 

  ・受講者が参加しやすい場所となっているか。 

  ・講義及び指導の内容は適切か。 

  ・受講者が十分に理解及び指導が受けられる時間及び体制を確保しているか。 

  ・解体処理施設及び処理のための個体の確保が見込めるか。 

イ 受講者の募集方法 

・公平性のある幅広い募集方法となっているか。 

・周知するための創意工夫や独自性等が見られるか。 

 

４ 手続等 

事業の委託に当たり、企画提案の参加希望者から事前に参加資格申請書を徴取して参加

資格の要件を審査し、当該要件を有する希望者に企画提案書の提出及びヒアリングへの出

席を要請する。 

（１）担当部局（提出・問い合わせ先） 

北海道環境生活部環境局エゾシカ対策課捕獲対策グループ 

〒０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目 

電話 ０１１－２０４－５２０６（直通） 



（２）参加資格申請書 

・ 提出期限 平成２９年８月２１日（月）午後５時必着 

・ 提出場所 ４(1)の担当部局に同じ 

・ 提出方法 持参又は郵送（郵送の場合は簡易書留、書留のいずれかによること。） 

（３）企画提案書 

・ 提出期限 平成２９年９月 ４日（月）午後５時必着 

・ 提出場所 ４(1)の担当部局に同じ 

・ 提出方法 持参又は郵送（郵送の場合は簡易書留、書留のいずれかによること。） 

（４）ヒアリングの実施 

   企画提案書の内容について、ヒアリングを実施する（日時及び場所は別途通知する。）。 

なお、提出のあった企画提案書を提案した者（以下「企画提案者」という）が多数の

場合は、企画提案書の書面審査による予備審査会を開催し、評価が上位の企画提案者を

提出した者に対し、ヒアリングを行う場合がある。 

 

５ 企画提案書の作成上の留意事項 

  内容の詳細は、別紙「平成２９年度捕獲従事者育成事業委託業務企画提案指示書」を参

照のこと。 

 

６ 公募型プロポーザル審査会での受託者の決定方法 

当該審査会において、企画提案者から企画内容、考え方の説明（ヒアリング）を受け、

３の企画提案の審査基準に従って審査委員が審査を行い、審査票での順位点を基本に､得点

バランス等を総合的に審議し、１者を選定するものとする。 

  なお、企画提案者が１者の場合においても、審査を実施する。 

  また、審査の結果、適当と判断される企画がない場合は、受託者を選定しないことがある。 

 

７ 委託契約の方法及び根拠 

（１）契約方法 

随意契約 

（２）契約の相手方の選定 

ア 本業務は、認定鳥獣捕獲等事業者を指導者として都市部の若手狩猟者に対し研修を

実施し、エゾシカの捕獲技術等を習得させ、将来的に捕獲体制の維持に苦慮している

地域の捕獲従事者確保に寄与することを目的としている。本業務の実施に当たっては、

銃器の取扱、狩猟方法及び捕獲個体の解体方法など、エゾシカの捕獲に関する専門的

知識を有している必要がある。 

イ 当該業務は、都市部の若手狩猟者に対する研修としての実施場所や具体的内容、実

施体制など、あらかじめ業務の最適な処理方法や成果の水準を設定できず､契約に係る

仕様を具体的に提示することが困難である。 

ウ 以上のとおり、本事業はプロポーザル方式によることができる契約の要件のいずれ



にも該当することから、予算上限額を提示した上で、豊富な経験と高度な専門知識を

有した民間事業者の企画力やアイディアを最大限に活かした企画提案を求め、見積金

額の多寡のみによって委託先を決定するのではなく、その中からよりすぐれた企画提

案を選定することが最適と判断されるため、公募型プロポーザル方式により契約の相

手方を選定するものである。 

（３）根拠 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号（契約の性質又は目的が競争入札に適

しないもの）及び北海道財務規則運用方針第６章第３節関係１(2)（契約の目的物が代

替性のないものであるとき。）に該当し、随意契約とする。 

 

８ 契約書及び業務処理要領 

選定された企画提案書を作成した者に対して別途作成・提示する。 

 

９ 契約に関する基本事項 

委託契約については、次の事項を基本とする。 

（１）提案内容の修正 

採択された企画提案の内容は、契約締結時に修正・変更が加えられる場合がある。 

（２）見積書の提出 

公募型プロポーザル審査会で選定された企画提案者に対して、所定の手続を経た上で、

当該事業に関する見積書の提出を依頼する。 

（３）契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、北海道財務規則第１７１条の規定に

該当する場合は免除する。 

（４）前払金 

   受託者は、基本料金の１０分の３に相当する額の範囲内で委託料の前払いの請求をす

ることができる。 

（５）再委託の禁止 

業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはでき

ない。  

（６）成果物及び構成素材に関する知的財産権等の取扱い 

成果物及び構成素材に関する第三者の著作権その他の権利についての交渉、処理は受

託者が納品前に処理を行うこととし、その経費は委託費に含む。 

なお、本事業に関する著作権（制作過程で作られた素材等の著作権も含む。）その他

の権利は、全て北海道に帰属するものとする。 

（７）個人情報の保護 

本業務の処理に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号。以

下「個人情報保護法」という。）、北海道個人情報保護条例（平成６年条例第２号。）

を遵守すること。 



10 その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本円 

（２）無効となる参加資格申請書又は企画提案書 

ア 提出期限、提出場所、提出方法に適合しないもの。 

イ 企画提案書作成要領に指定する様式等及び企画提案書作成上の留意事項に示され

た条件に適合しないもの。 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

オ 虚偽の内容が記載されているもの。 

（３）企画提案参加者及び企画提案の非選定通知 

企画提案参加者の資格を有していない者及び企画提案参加者のうち企画提案内容を選

定されなかった者に対して、その旨を書面により通知する。 

（４）その他 

ア 企画提案書の作成・提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 企画提案書のヒアリングに参加しなかった場合の企画提案は、無効とする。 

ウ 提出された参加表明書は、企画提案参加者の選定以外に、また、企画提案書は、当

該提案書を提出した者の了解なく企画提案書の選定以外の目的に使用しないものとす

る。 

エ 提出された書類は、企画提案参加者及び企画提案書の選定を行う作業に必要な範囲

又は返却する場合において、複製を作成する場合がある。 

オ 提出期限以降において、参加資格申請書及び企画提案書の差し替え及び再提出は認

めない。 

カ 提出された参加資格申請書及び選定された企画提案書は返却しないものとする。た

だし、選定されなかった企画提案書は、企画提案書の提出時に返却を希望した者に限

り返却する。  

キ 業務委託した事業者の名称は公表する。 

ク 公正性、透明性、客観性を確保するため、提出された企画提案書を開示する場合が

ある。 

ケ プロポーザルの審査結果については公表する。 

コ 企画提案書に虚偽の記載があることが判明した場合、その他、業務を遂行できない

重大な事由が発生した場合は、審査会で審議の上、失格になることがある。 

サ 業務内容の詳細については、企画提案の内容を基本として北海道と受託者が協議し

て決定する。 


